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[なお本稿は、とくに E は、資料 1 I コミュニティ・ビジネスの定義について 一都道府県、
国の機関、その他の団体、個人における定義の整理一 J (奈良産業大学『産業と経済』第22巻第


































r 1.地域の共同体[社会] ;市町村(などの自治体) ;その人々;国家の連合体、 2. (共
通の利益・職業などを持つ人の)社会、…界、(宗教の)教団、 3. (植物の)群落: (動
物の)群棲、 4. 共有;共同責任、 5. 類似;一致、同一性;共通性、 6. 公衆;社会
…… J 2) と書かれである。
このコミュニティの定義については社会学の分野において多くの研究がなされてきた。例
えば、 1917年に出版された『コミュニティ~ 3) の著者である社会学者、マッキーヴァー
(R.M.Maclver) が規定している。彼は「コミュニティという語を、 l 村とか町、あるいは地方














れ感情 [we-feelingJ) 、 (2) コミュニティにおける自己の果たすべき役割意識(役割感情
[role-feelingJ) 、 (3) コミュニティへの物的、心理的依存意識(依存感情dependency-feelingJ)
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に分かれる。 8) マッキーヴァーによれば、コミュニティを考える際に「地域性J は看過する
ことはできない重要な要素であると位置づけている。
またコミュニティについて研究している社会学者にヒラリー (G.A.Hillery )がいる。 1955
年に「コミュニティの定義J 9) を著している。そのなかでヒラリーは94の定義を見出してい
る。そこでは16種の異なった概念が抽出された。 10) f94の定義のうち69が、コミュニティ生
活に一般的に見出されるものとして、社会的相互作用 (social interaction) 、領域 (aria) 、
共通の紳 (common ties) をあげている点で一致している。 70の定義、つまりほぼ4分の 3
がコミュニティの必要要素として領域と社会的相互作用をあげている。農村的定義を除外し
でも……その比率は全78のうち54まで、ほんのわずかだけ低下する。つまりコミュニティ研






域性(領域) J をあげ、それにヒラリーの言う「共通の粋J と「社会的相互作用j はマッキー
ヴァーでの「地域社会感情」にあたるものである。
松原治郎教授はマッキーヴァーとヒラリーの理論を踏まえコミュニティを次のように整理



























ティの『態度』的規定である J 14) と述べている。すなわち、コミュニティの構成要素として






つまりコミュニティの基底に欠かせざる条件として 3 人に共通していたものは「地域性J 、
「地域社会感情・共通の粋・態度的規定J 15)、ヒラリーと松原氏に共通していたのは「相互













まず英語辞典によるとビジネス (business) とは、 r 1. (1)職業、商売、 (2)実務、業務、営
業、 2. 商業、商取引、商売;商況、 3. 企業、法人、会社、商社、商店;事務所、職場、
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店、 4. 取引高、ひいき、引立て、 5 本分、務め、 6. 干渉すべきこと、かかわり合いの
あること、 7. 事、出来事、 8. 仕事、用事、雑用、 9. 所作、しぐさ、 10. 手荒く人を扱
うこと J 17)とある。
もう少し専門的な辞典、野田信夫編『経営英和辞典』によると business とは、「企業、事業、







(commerce) 、金融 (finance) 、会計 (accounts) など個別問題を中心とし、それと相並んで
テイラーの科学的管理法 (scient温c management) が前世紀の終わりから今世紀のはじめに
かけて発展し、それが今日経営 (business) 一般を問う (businéss administration) として





すなわち池内教授や井上教授が言うように business の内容としては business
administrationであるとしても、 businessは一応「経営」とされている。もしビジネス
(business) を「経営J と捉えるならば、同辞典において平井教授は「経営」という項目の「経
営の種類J において「経営には三つの基本的なものがある、ーは、家政 (household; Haushald) 、
二は企業 (enterprise ; Unternehmung) 、三は、官庁 (goverment ; Beh?de) J 22) として
いる。また「経営の要件」には「経営には種類が多く、また進化の段階によりより多くの形
態があるが、すべてを通じて、その本来の性質から数個の要件を持っている。 1 )主体性、




















ーと呼ばれるものがこれである J 0 24)。さらに「経営の現実をみる場合、先ず対象たる『事業』
が自につく。事業ないし事業関連を通して経営は社会経済的諸関連という網の中心に立つ。
『経営』という言葉は、何よりも『事業経営 (businessmanagement) ~ W産業経営 (industrial




である J 26) とする。
山本教授によれば、経営と lは「事業を経営すること(作用) J を意味している。その事業経
営には担当者である主体がある。また経営の手段としての物的・技術的設備などは「経営と
いうもの(実体)J に位置づけられ、それが「経営ということ」と結びつけられることによっ










介した。整理すれば、平井教授の「主体性」、「目的性J 、「計画性J 、「組織性J 、「経済性J 、「収





















道から 2 団体)、東北 (3 県から 4 団体)、北関東 (2 県から 2 団体)、南関東 (2 県から 3 団
体)、北陸 (2 県から 2 団体)、東海 (2 県から 2 団体)、近畿 (2 県から 2 団体)、京阪神( 1 
府 1 県から 2 団体)、山陽( 2 県から 4 団体)、山陰( 2 県から 2 団体)、四国(四国全体で 1























が 19団体、 f 自己実現(生き甲斐・働きがい・やり甲斐)J 15団体、「利益性・収益性・営利性」、
「地域貢献性」がともに 14団体、「有償性j 、「経済性(低コスト )J が 11団体であった。 10団
体以上の組織に共通していたものは上記したものである。
他にもそれぞれの組織で、重なっているものはある。例えば、「起業性・創業性」、「人間関係
(連携)性、ネットワーク化J が 9 団体、「ミッション性(思い・志) J 、「多様性j がそれぞ
れ 8 団体、 f社会性j 、 f手IJ益非第一優先」、「非ボランティア性」、「社会貢献性」が 7 団体、「サ
ービス性」、「自立性」、「地域還元性j が 6 団体、「自発性j 、「安定性」が 5 団体、「非営利性」、
「小規模性」が 4 団体、「自主性j 、「非行政性J、「公益性J 、「地域密着性j が 3 団体、「協働
性」、「公共性」、「社会参画型」、「代替性」、「計画性」、「利益還元性」、「目的達成性」、「効率
性j が 2 団体ずつCBの定義のなかでキーワードとして使用されている。
後、「グローパル性j 、「報酬性J 、「適正規模j 、「ローリスク性」、「ロングリターン性」、「季
節性J 、「通年性j 、「マネジメント性」、「共生性」、「信頼性J 、「社会奉仕性J 、「合理性j 、「広
域性」、「共益性」、「目的設定性j 、「自律性」、「営利・非営利不問j 、「規模性不問」、「狭義性」、
「満足性j 、「人間性」、「文化継承性・創造性j 、「事業拡大性J 、「創造性・発想性」、「柔軟性j 、
「ニッチ性」、「安心性」、「成果主義J 、「主題性J 、「非経済性J などが 1 団体ずつあげられて
いる。 31)
どこを基準にして共通なのか、そうでないのかを決定するのは困難な問題ではあるが、 29
団体のうち約 3 割 (8.7団体、約 9 団体)以上の都道府県やその他国の機関、団体、個人で使
用されているとすれば、それを一応中心となるCBの共通のキーワードとここでは位置づける。
そうであれば「地域性・ローカル性J 、 f事業性・ビジネス性」、「変革性j 、「住民性・市民性」、
「主体性」、「雇用創出性J 、「継続性J 、「地域資源活用」、「自己実現(生き甲斐・働きがい・
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本項では I の 11 .コミュニティとは」のところで明らかになった言葉の意味(概要)と
しての f地域性」、「地域社会感情・共通の紳・態度的規定」、「相互作用(社会的資源も含め
る )J 、それに 12. ビジネスとは」でも検討された「主体性j 、「目的性」、「計画性」、「組織
性」、 f経済性J 、「収益性・営利性」、「事業性」、「経営の主体性=経営性j なども考慮しなが
ら、主として 15の代表的なキーワード「地域性・ローカル性」、「事業性・ビジネス性」、「変
革性J 、「住民性・市民性」、 f主体性j 、「雇用創出性」、「継続性j 、「地域資源活用」、「利益性・
収益性・営利性j 、「地域貢献性」、「自己実現(生き甲斐・働きがい・やり甲斐) J 、「有償性J 、






























会性J 7 団体、「多様性J 8 団体、「目的設定性J 1 団体、「自立性」・「自律性J (厳密には異
なるが同じようなものとして合わせて) 7 団体、「非ボランティア性J 7 団体、「社会貢献'性」
















本来は「地域性J 、 f変革性j 、「事業性、ビジネス性」の 3 者のみコミュニティ無関連的事
実と位置づけることができるのであるが、しかしこの 3者のみを使用してのCBの定義は抽象
的なものとなってしまい、詳細なCBの定義は策定できないので、この共通性のつまり普遍性
の範囲をもう少し広義に捉えたい。具体的に言えばH の 1 で扱ったように29組のCBの定義の










ド、例えば「ミッション性(思い・志) J、「多様性」、「社会性J 、「利益非第一優先J 、「非ボラ
ンティア性J 、「社会貢献性」、「サービス性J 、「自立性J 、「地域還元性」、「自発性J 、「安定性J 、
「非営利性J 、「小規模性J 、「自主性J 、「非行政性j 、「公益性J 、「地域密着性j 、「協働性」、「公
共性J 、「社会参画型」、「代替性J 、「計画性J 、「利益還元性」、「目的達成性j 、「効率性」、「グ
ローパル性J 、「報酬性J 、「適正規模j 、「ローリスク性」、「ロングリターン性J 、「季節性」、「通
年性」、「マネジメント性」、「共生性」、「信頼性」、「社会奉仕性」、「合理性」、「広域性人「共
益性J 、「目的設定性j 、「自律性」、「営利・非営利不問j 、「規模性不問」、「狭義性J 、「満足性J 、




ではなぜCBの定義には「地域性j 、「変革性J 、「事業性、ビジネス性J が共通に含まれてい
るのだろうか。既存のCBの定義を概観しでも明らかなようにコミュニティ無関連的事実であ
る 3 者、すなわち地域性、変革性、事業性、ビジネス性がCBの定義には求められる。逆説的
に言えば、 CBの定義からこの 3 つの無関連的事実を取り去ってしまえば、 CBは成立しなく
なる。
まず「地域性J についてであるが、地域性という言葉はコミュニティという概念を含んで














































ービスの提供、情報提供を社会的な事業として行う(事業型〉のNPOが増えてきている J 33) 
と分類している。また詳細に区別すれば谷本教授の分類も含めて 9 つのタイプがあげられる。
(1)会員制NPO 、 (2)公共奉仕型NPO 、 (3)企業型NPO、 (4)行政補完型NPO、 (5)寄付型NPO、
(6)互助型NPO、 (7)慈善型NPO、 (8)監視・批判型NPO、 (9)事業型NPOなどである。 9 つのNPO
40 
コミュニティ・ビジネスの定義に関する一考察 181 
は名称は異なっているが似通った側面もある。 34) このようにNPOと言っても大きくは 3 つの
タイプ、詳細に見れば 9 つのタイプが考えられる。
NPOのタイプを分けたのと同様にCBをまず 2 つのタイプに分類する。 CBは「地域の問
題・課題を解決する j こと、すなわち換言すればコミュニティ無関連的事実である変革性を













要である。これを担う CBをエンパワーメント (empowerment) 型CB と称する。エンパワーメ
































































































































































5 -11 (ここでは表 2 一引用者)のようにとりまとめたJ 38) として次の表を示している。
表 2 コミュニティ・ビジネスの事業展開
都市型ビジネス 農林水産地域型 事業者・行政とのコミュニティ・ビジネスメニュー 事業概要 (市レベル) ピジネス ノfートナーシップ(町村レベル)
市街地の活性化 まちづくり・ -企画・マーケティング 。 。 • UJI ターン者の活
(市街地の集客 地域づくり会社 -商品開発、販路開拓 用
拡大) 空き店舗活用 .NPOによる店舗開設 。 -空き店舗の割安利
と交流の場づくり 用
-共同出店
市(いち)の開設・販 -朝市、夕市 。 -市の場所は都市で
売 -地元生産者との交流 あっても、近隣の
生産者を巻き込む
まちおこし、地 里山の保全・活用 -都市との交流 。
域活力の向上 棚田の保全・活用 -都市との交流 。
環境学習・体験学習 -経験を生かした小中 。 -行政との連携が重
高生への体験学習、大 要
人への環境学習
集客交流 -観光事業型の地域整 。 。
ま 備
ち グリーンツーリズ -体験交流事業 。 。 -地域住民の協力、連ノコゃ









施設運営・管理 -図書館、体育館、公園 。 0隣接と共同 -行政との連携が重
などの運営、管理 要
自治体主催事業の -スポーツ、文化などの 。 。 -行政との連携が重
企画・運営 行事、祭りの企画・遥 要
営




伝統文化の保存・活 -地域文化の継承 。 -地域の事業者の活
用 -伝統的な食文化の再 動支援が重要
現
両齢者支援 給食・配食 -両齢者向けの食事の 。 。隣接と共同
調理・配達
買い物代行 -両齢者向けの買い物 。 -地域事業者のネッ
の代行サービス トワークが重要
家事代行 -高齢者や身体障害者向 。 0隣接と共同
けの家事の代行サービ
生 ス
活 介護 -在宅介護支援 0民間と競合 0隣接と共同
支 福祉・介護機器 -製品の企画、製造、販 。
援 売
型 環境整備 -住宅リフォーム 。 0隣接と共同
子育て・保育 子育て支援 -時間帯拡大 。 -空き店舗活用
繁忙期支援 果樹などの収穫支 -繁忙期の人手確保 0隣接と共同 -行政による情報支
援 援が必要
事業者連携 事業者業務受託 -事業者の業務受託 。














コミュニティ・ビジネスをエンパワーメント型CB とエンリッチメント型CBの 2 タイプに、
また詳細に地域資源活用型CB、地域問題解決型CB、地域生活支援型CB、地域起業就労型
CBの 4 タイプに分類し、さらに都市型CB と地方型CBの 2 タイプ、合わせて 8 タイプを検討

















「共通の粋J 、松原氏は「地域性」、「相互作用 J 、「共同性j 、「社会的資源」、「生活環境施設の体
系」、「共通性」、「態度的規定J などをあげていた。 3 者に共通していたのは「地域性」、「地域
社会感情・共通の粋・態度的規定J、ヒラリーと松原氏に共通していたのは「相互作用」であっ



































このようにCBの定義について資料 1 の結果を踏まえて、 CBの定義に関する基本的性格につ
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かに29団体のうち 7 団体が f非ボランティア性J を掲げている。これはNPO団体と同様に扱われること、
すなわち誤解されている場合が多し、からであると考えられる。この誤解は払拭していかなければならな
33) 奥林康司、稲葉元吉、貫孝夫編著 ~NPO と経営学』中央経済社 2002年 33ページ。
34) 拙稿「非営利組織 (NPO) の基本的性格に関する一考察J ~奈良産業大学紀要』第21集 2005年 12月 25
日 39~40ページ参照。
35) 清水準ー・山崎喜比古「アメリカ地域保健分野のエンパワーメント理論と実践に込められた意味と期
待j 日本健康教育学会誌， 4 (1), 1997年， 11-18ページの抄録(清水準一氏のホームページより引用
http://www.j"shimizu.net/moduleslbwikilindex.php?EmpowermentJjhpe (アクセス日 2007/08/31)
36) 山崎丈夫『地域コミュニティ論(改訂版u 自治体研究社 2006年 150ページ。
37) 東北地方でも、地域特性すなわち人口集積や地理的条件は考慮しなければならないとしたうえで宮城
県仙台市は例外としている。
38) 財団法人東北産業活性化センター編『コミュニティ・ビジネスの実践』日本地域社会研究所 2000年 131
へーン。
追記
50 
本稿は、科学研究費補助金(平成18年~20年度)の対象となった「奈良県コミュニティ・
ビジネスの経営学的研究」の一環をなすものである。
